
                                                 

一般社団法人日本循環器学会 北海道支部 地方会運営要領 

 

 この地方会運営要領は、一般社団法人日本循環器学会北海道支部（以下「本支部」という）において

地方会を円滑に運営するために必要な事項を規定する。 

 

（広報） 

1. 地方会会長（以下、会長）は開催日程・会場・会長事務局担当者が決まり次第、本支部へ報告す

る。本支部は「地方会開催連絡票」を本会へ提出する。 

2. 地方会に関する事項は、本会のホームページ・会告等により会員に広報する。 

 

（会計） 

3. 地方会参加費は、医師 3,000 円、準会員・初期研修医・コメディカル・医学生、名誉会員は無料

とする。参加費を変更する場合は支部役員会の承認を必要とする。 

4. 寄付の受入は「寄付金取扱規程」に沿って対応する。なお本会学術集会と同様に、日本たばこ産

業・鳥居薬品からの寄付金受入を禁ずる。 

5. 会長は地方会当日の現金（参加費）について、不正や過誤が発生しない体制を構築する。 

6. 地方会当日に徴収した参加費は即日口座へ入金する。即日入金できない場合は会長が責任を持っ

て管理し、翌営業日には口座へ入金する。 

7. 講演謝金を支払う場合は支部役員会での事前承認を必要とする。 

8. 地方会の余剰金を備品等の購入に充てることを禁ずる。 

9. 地方会の経費精算は原則地方会終了後 2 か月以内に完了させ、入出金に係るすべての証憑を本支

部に提出しなければならない。 

10. 会長は、支部役員会・支部社員総会・支部評議員会に出席し、地方会決算及び事業内容の報告を

行うこと。ただし、会長の出席がかなわない場合は代理を立てることができる。 

 

（会議） 

11. 支部役員会・支部社員総会・支部評議員会を地方会当日に開催する。議案書及び議事録は本支部

事務局が作成する。地方会会長事務局は、本支部の求めに応じて当日の受付及び配布資料の準備

等を行う。 

12. 地方会における華美な懇親会の開催を禁じる。 

 

（演題募集） 

13. 会長は演題募集スケジュールを決定し、「地方会演題募集ホームページ利用申請書」を本会及び本

支部へ提出する。演題募集の開始日・締切日は前後に祝日のない火曜日から木曜日で設定するこ

と。申請書の提出期限はオンライン演題募集システム利用開始の 2か月前とする。 

14. 本支部は、オンライン演題募集システムの管理者用 ID及びパスワードを地方会会長事務局へ通知

する。なお、パスワードについては、本支部が毎年度更新することとし、変更後のパスワードを

本会に通知する。 

15. 募集締切日延長等の連絡は、混乱を避けるために必ず本会経由で行うこととする。 



                                         

 

（専門医単位登録） 

16. 会長は、詳細が決まり次第「教育セッション開催届」ならびに「DVDセッション開催届」を本会及

び本支部へ提出しなければならない。 

17. 会長事務局は本会から示された「単位登録の運営方法について」に沿って、地方会当日に専門医

単位登録を行う。 

18. 教育セッション及び DVD セッションの専門医単位登録は不正を防止するため、時間を限定して行

わなければならない（例：セッション開始 30分前から終了 30分前）。 

19. DVD セッションは同じ内容の講演会を学術集会もしくはインターネットで聴講している場合、単

位加算ができない。会長は事前にプログラム等でその旨を告知すること。 

 

（プログラム・抄録） 

20. プログラムは地方会当日に会場で配布し、事前発送は行わない。 

21. 抄録は冊子発行を行わず本会ホームページに掲載する。 

22. プログラム完成後、本支部へ 10 部、本会へ 5部を送付する。 

23. 会長は抄録データを本会に提出しなければならない。なお、当日発表されなかった演題は抄録デ

ータとして扱わない。 

 

（演題発表） 

24. 演者は発表前のスライドにおいて、「利益相反の自己申告書」を提示する必要がある。 

25. 会長は地方会で YIA セッション等を行い顕彰することができる。ただし、実施には支部役員会の

承認を要する。これらの賞を伴うセッション実施要綱は別に定める。 

 

（託児室） 

26. 会長は地方会開催当日に無料臨時託児室を準備しなければならない。 

 

（その他） 

27. 会員へ印刷物等を送付する場合、本会へ「会員名簿・あて名作成依頼書」を提出し会員名簿及び

宛名ラベルを請求することができる。会員情報のデータでの受け取りは原則不可とするが、例外

的に申請する場合は、誓約書に会長の署名及び捺印が必要となる。 

 

附則 

この要領は、平成 27 年 2月 1日から試行期間とし、平成 28年 4月 1日から完全実施とする。 

なお、要領の改正は支部役員会の承認を要する。 

 

附則（令和元年 9月 24日一部改正） 

この内規は、令和 2年 4月 1日から施行する。 


